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◆審議した議案等の結果と各会派の賛否

◆継続審査となった陳情
● 目黒区主催の法律相談で匿名で法律のアドバイスしている弁護士の名前を公表することを求める陳情
●  JR 宿舎跡地に関する陳情
● 「区長・副区長・教育長の退職金制度」廃止の陳情
● 地方消費者行政を充実させるため、地方消費者行政に対する国による実効的支援を求める意見書を政府等に提出するこ
とを求める陳情
● めぐろ区民キャンパス（旧都立大学跡地）敷地北西隅の空地存続についての陳情書
● 特別養護老人ホーム入居者への医療に関する陳情
● 「子宮頸がん予防ワクチン予防接種費用の助成」の見直しに関する陳情
● 子宮頸がん「予防ワクチン」接種事業の見直しに関する陳情
● 目黒清掃工場の建て替え計画について、その是非を話し合うため工場運営協議会に小委員会を早急に設置することを求
める陳情
● 「大橋一丁目公園」（仮称）の安全と防災拠点機能強化等に関する陳情
● 上目黒一丁目旧国鉄清算事業団宿舎跡地の有効活用に関する陳情
● プラスチックごみの焼却によるダイオキシン類・金属類等の有害物質の発生を最小限にとどめるための陳情
● 「容器包装リサイクル法を改正し、発生抑制と再使用を促進するための法律の制定を求める意見書」の提出を求める陳情
● 目黒清掃工場建て替えに伴う生ごみ再資源化を求める陳情
● 大橋一丁目公園（仮称）に換気所屋上公園（首都高）同様の機能を持つ自動灌水設備の設置要求に関する陳情
● 目黒区住宅・街づくりセンターの組織と機能の存続に関する陳情
● 保育制度改革に関する意見書提出を求める陳情
● 東京都児童福祉審議会・専門部会改定案及び政府の「子ども・子育て新システム」案についての陳情
● 国がすすめる「子ども・子育て新システム（子ども園構想）」についての陳情
● 保育制度改革に関する意見書提出を求める陳情
● 「費用弁償」廃止の陳情
● 目黒区放射線汚染対策に関する陳情
● 放射線量の測定に関する陳情書
● 目黒区から「年間1ミリシーベルト宣言」を表明することを求める陳情書
● 「放射線対策に対する特別予算の検討を求める」陳情書
● 水道水からの被曝に関する陳情書
● 独自の食品規制値を定めることを求める陳情書
● 園児の散歩コースの安全確保に関する陳情書
● 全保育園の土壌調査を求める陳情書
● 保育園の給食の安全性の確保を求める陳情書
● 目黒清掃工場における放射性物質の計測と公表を求める陳情書
◆審議未了となった陳情
● 教育基本法・学校教育法の改正、学習指導要領改訂に伴う教科書採択制度の改善に関する陳情
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区長提出議案等
目黒区立保養所条例を廃止する条例 目黒区立箱根保養所を廃止するもの。 ○ ○ ○ × × ○ ○ 可決

目黒区特別区税条例等の一部を改正する条例

寄附金税額控除の適用下限額を引き下げ、不申告等に関する過料の限度
額を引き上げ、肉用牛の売却による事業所得に係る区民税の課税の特例
の範囲の見直し及び適用期限の延長を行うとともに、東日本大震災に係
る住宅借入金等特別税額控除の適用期間の特例を設け、併せて上場株式
等の譲渡所得等に係る軽減税率の延長等を行うもの。

○ ○ ○ × × ○ ○ 可決

目黒区災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正する条例 災害弔慰金の支給等に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴い、
兄弟姉妹に係る災害弔慰金の支給の順位を定めるもの。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決

平成23年度目黒区一般会計補正予算（第1号） 歳入歳出予算総額にそれぞれ3,856万2千円を追加し、歳入歳出を889億
8,375万5千円とするもの。 ○ ○ ○ × × ○ ○ 可決

平成23年度目黒区国民健康保険特別会計補正予算（第1号） 歳入歳出予算総額にそれぞれ1億149万円を追加し、歳入歳出を250億
8,687万4千円とするもの。 ○ ○ ○ × × ○ ○ 可決

平成23年度目黒区後期高齢者医療特別会計補正予算（第1号）歳入歳出予算総額にそれぞれ2,521万7千円を追加し、歳入歳出を52億4,135万円とするもの。 ○ ○ ○ × × ○ ○ 可決

平成23年度目黒区介護保険特別会計補正予算（第1号） 歳入歳出予算総額にそれぞれ3億6,981万7千円を追加し、歳入歳出を160
億644万4千円とするもの。 ○ ○ ○ × × ○ ○ 可決

平成22年度目黒区一般会計歳入歳出決算の認定について 歳入決算額888億3,340万7,211円（前年比△6.71%）
歳出決算額862億417万1,814円（前年比△5.38%） ○ ○ ○ × × × ○ 認定

平成22年度目黒区国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認定
について

歳入決算額234億3,665万8,948円（前年比1.34%）
歳出決算額229億8,659万7,108円（前年比0.88%） ○ ○ ○ × × ○ ○ 認定

平成22年度目黒区老人保健医療特別会計歳入歳出決算の認定
について

歳入決算額1,172万362円（前年比△83.00%）
歳出決算額1,172万362円（前年比△81.31%） ○ ○ ○ × ○ ○ ○ 認定

平成22年度目黒区後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認
定について

歳入決算額47億8,193万7,946円（前年比△2.69%）
歳出決算額47億6,185万9,184円（前年比△2.77%） ○ ○ ○ × × ○ ○ 認定

平成22年度目黒区介護保険特別会計歳入歳出決算の認定につ
いて

歳入決算額152億8,894万6,856円（前年比5.07%）
歳出決算額149億5,876万8,683円（前年比4.24%） ○ ○ ○ × × ○ ○ 認定

平成22年度目黒区用地特別会計歳入歳出決算の認定について 歳入決算額2億1,599万4,869円（前年比△1.37%）
歳出決算額2億1,599万4,869円（前年比△1.37%） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 認定

目黒区東が丘障害福祉施設の指定管理者の指定について 東が丘障害福祉施設の指定管理者に、社会福祉法人東京援護協会を指定
するもの。 ○ ○ ○ × ○ ○ ○ 可決

目黒区長等の給料等の特例に関する条例

区長、副区長、教育長及び行政委員会の委員等の給料又は報酬の額
を10%、区長、副区長、教育長及び常勤の監査委員の期末手当の額を
10%、退職手当については区長が30%、副区長、教育長及び常勤の監査
委員は5%をそれぞれ減額するもの。

○ ○ ○ ○ × × ○ 可決

人権擁護委員候補者の推薦について 髙野順子氏を推薦することの可否を諮問するもの。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可とし
て答申

議員提出議案
東京法務局目黒出張所の廃止に再び反対する意見書（この紙面下に掲載の意見書をご覧ください。） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 可決
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東京法務局目黒出張所の廃止に反対する陳情 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 採択
大橋ジャンクション「大橋一丁目公園（仮称）」内広場の利用方法に関する陳情書 × × 退 退 退 退 ○ 不採択

「ふどう幼稚園」および「不動保育園」の幼保一体化施設への移行を求める陳情 ○ ○ ○ × ○ ○ ○ 採択
（※）

区立からすもり幼稚園、ふどう幼稚園の閉園に関する陳情 × × × ○ × × × 不採択
烏森地区における幼児教育施設の継続的な整備推進を求める陳情 ○ ○ ○ × ○ ○ ○ 採択
からすもり地域における幼児施設のあり方に関するご提案 ○ ○ ○ × ○ ○ ○ 採択
「区議会議員定数」削減の陳情 × × 退 × ○ ○ ○ 不採択

◆陳情の審議結果と各会派の賛否

会派略称：自民＝自由民主党目黒区議団、公明＝公明党目黒区議団、刷新＝刷新めぐろ、共産＝日本共産党目黒区議団、独歩＝無所属･目黒独歩の会、みん＝みんなの党目黒区議団、無＝無会派
（※）は趣旨を了とする採択のため、関係機関への送付はありません。

東京法務局目黒出張所の廃止に再び反対する意見書
　東京法務局目黒出張所を渋谷出張所へ統合する計画が再度進
められています。目黒区議会は、平成20年11月、「東京法務局
目黒出張所の廃止に反対する意見書」を提出し、その結果、こ
の計画は当面延期されました。しかし、昨年、東京法務局長は、
平成24年3月ごろに統廃合を行う予定であるとし、改めて統廃
合への協力要請を本区に行いました。
　目黒出張所は、区民にとって利用しやすい環境にあることか
ら、申請件数も多く、頻繁に利用されています。民事行政審議
会が示す登記所適正配置の基準は、統合庁までの所要時間おお
むね30分、1年間の取り扱い事件数1万5千件未満というもので
すが、目黒出張所は、この基準に該当しません。昨年、東京法
務局長は、登記事項証明書等の発行窓口を目黒区総合庁舎へ設
置することを提案しましたが、提供できるサービスは限られて
おり、区民の利便性は低下します。
　目黒出張所は、区民に日常的に利用されている大変重要な行
政機関であり、廃止を容認することはできません。
　よって、目黒区議会は、国会及び政府に対し、区民サービス
の確保と適正配置基準厳守を求め、東京法務局目黒出張所の廃
止に再び強く反対するものです。
　以上、地方自治法第99条の規定に基づき、意見書を提出いた
します。

　平成23年9月30日
　　　　　　　　　　　目黒区議会議長　栗　山　よ　し　じ
衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、総務大臣、
法務大臣あて

（○：賛成、×：反対、退：退席）


